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① 　オフィス改革推進事業の進捗について1 　令和８年度大分県一般会計予算（本委員会関係部分）
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令和８年３月１９日　　総務部

14 　包括外部監査契約の締結について

2 　大分総合庁舎(仮称）の新設に向けた取組状況について
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18 　特別職の常勤職員の給与等に関する条例等の一部改正について

　大分県使用料及び手数料条例の一部改正について
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第１号議案　令和８年度　総務部予算概要から抜粋
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【第２号議案】
総務部　財政課
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【第１号報告】
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包括外部監査契約の締結について

１ 議案の概要

知事は、地方自治法２５２条の３６第１項の規定に基づき、毎会計年度、あらかじめ議会の議決を経たうえで、弁護士、公認会計
士等のうち、地方公共団体の財務管理、事業の経営管理その他行政運営に関し優れた識見を有する者と包括外部監査契約を締結しな
ければならないこととされている。
そこで、令和８年度 包括外部監査契約の締結にあたり、下記２の内容について、議会の議決を求める。

２ 契約の内容

（１）契約の目的 包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

（２）契約の始期 令和８年４月１日

（３）契約の予定金額 １４，１４６，０００円を上限とする額

（４）契約の相手方 大分市大字賀来２８０２番地

公認会計士 栗林 栄太 氏 ※２回目（日本公認会計士協会南九州会大分県部会推薦者）

○地方自治法（抜粋）
（包括外部監査契約の締結）
第２５２条の３６ 次に掲げる普通地方公共団体の長は、政令で定めるところにより、毎会計年度、当該会計年度に係る包括外部監査契約を、速

やかに、一の者と締結しなければならない。この場合においては、あらかじめ監査委員の意見を聴くとともに、議会の議決を経なければならない。
一 都道府県
二 政令で定める市

２～３（略）
４ 第一項又は第二項の規定により包括外部監査契約を締結する場合には、第一項各号に掲げる普通地方公共団体及び第二項の条例を定めた第一項

第二号に掲げる市以外の市又は町村(以下「包括外部監査対象団体」という。)は、連続して４回、同一の者と包括外部監査契約を締結してはなら
ない。

５～８（略）

【 参 考 】過去３年間の監査テーマ及び監査人

令和５年度：債権管理（県税に係るものを除く。）に関する財務事務の執行について

【吉富 健太郎氏】

【吉富 健太郎氏】

令和６年度：環境関連施策について

【栗林 栄太 氏】令和７年度：県単独事業（補助金及び委託料）に係る財務事務の執行について

行政企画課【第14号議案】
13



第１５号議案 大分県公告式条例の一部改正について

条例の公布時における知事の署名の方法に電子署名を追加するため、大分県公告式条例を改正する。

施行期日
公布の日

条例の概要

地方自治法（昭和22年法律第67号）第16条の規定に基づき、条例等の公告式に関し必要な事項を定めるもの

【大分県公告式条例第２条第１項】

条例を公布しようとするときは、公布の旨の前文及び年月日を記入してその末尾に知事が署名しなければならない。 ※第３条で規則に準用

改 正 後現 行
第２条 条例を公布しようとするときは、公布の旨の前文及び年月日を記入し
て、知事が署名（地方自治法第16条第４項の総務省令で定める署名に代わる措
置を含む。）をしなければならない。

第２条 条例を公布しようとするときは、公布の旨の前文及び年月日を記入し
てその末尾に知事が署名 ○
○○○○○○○しなければならない。

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（令和７年法律第35号。第15次地方分権一括法）に

より、地方自治法が改正され、条例の公布時における首長の署名の方法に電子署名が追加された。【令和７年５月施行】

○ 地方自治法の改正

【地方自治法第16条第４項】 ※下線部が改正部分

当該普通地方公共団体の長の署名（総務省令で定める署名に代わる措置を含む。）、施行期日の特例その他条例の公布に関し必要な事項は、条例でこれを定めなければならない。

地方自治法施行規則において、電子署名（電子署名法第２条第１項等）を規定

法改正の概要

条例の公布時における知事の署名の方法に電子署名を追加する（第２条第１項）

条例改正の内容
【現行】自署による署名が必要 【改正後】電子署名で可

処分通知等電子署名システム
（R8.1.1～）

総務部 法務室

※併せて、規程の公表時に必要とされている知事印の押印についても、不要とする （第４条第１項）

14



第16号議案 大分県公益認定等審査会条例の一部改正について

公益信託に関する法律の全部改正等に伴い、大分県公益認定等審査会条例の委員の任命に関する規定の整備を行う。

施行期日
令和８年４月１日（新公益信託法の施行日）

法改正の概要

条例改正の概要

公益信託法の全部改正及び公益認定法の一部改正に伴い、大分県公益認定等審査会（合議制機関）の権限として、公益信託
認可に係る諮問への答申等が法定されたため、合議制機関の基準を定める政令の規定に従い、条例の規定を整備するもの。

○公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第50条第１項に規定する合議制の機関の組織及び運営の基準を
定める政令（平成18年政令第303号）

(委員の任命)
第３条 委員は、（中略）法律、会計又は公益法人若しくは公益信託（公益信託に関する法律（令和６年法律第30号）

第２条第１項第１号に規定する公益信託をいう。）に係る活動に関して優れた識見を有する者のうちから、都道
府県知事が任命するものとする。

○大分県公益認定等審査会条例（平成20年大分県条例第30号）

（委員の任命）
第４条 委員は、（中略）法律、会計又は公益法人若しくは公益信託（公益信託に関する法律（令和６年法律第30号）

第２条第１項第１号に規定する公益信託をいう。）に係る活動に関して優れた識見を有する者のうちから、知事
が任命する。

背 景
制度改正の概要

令和６年度の新公益法人制度の改正と同時に、

制度創設以来初の抜本的見直しがなされた。

新公益信託制度

イメージ図

【公益活動の例】

・奨学金の支給 ・研究開発の助成
・美術館の運営 ・環境保全活動

信託管理人
（税理士等）

委託者

行政庁

受託者

契約・遺言

報告 監督
認可・監督

認可申請
書類提出

政

令

条

例

受託者、信託財産、公益事務の拡大

公益法人と共通の行政庁による
認可・監督制の創設

公益信託認可に連動した税制優遇

財産拠出

主務官庁制を廃して公益法人と共通の行政庁が公益信託の認可・監督を行
う制度に改めるとともに、公益信託の認可基準及びガバナンス等を法定する。

公益信託制度を透明性が高く、より使いやすい制度とすることで、

国民の選択肢を拡大し、民間公益の活性化を図る。

現
状
・

課
題

趣

旨

目
指
す

姿

公益信託制度は、資産を有する者の社会貢献のツールとして大きな潜在的
需要を持つにもかかわらず、主務官庁の許可・監督の基準の不統一や税制優
遇を得るための制約の多さ等から、平成18年度に先行して改正された公益法
人制度と比べ活用されていない。

公益信託 ： 受益者の定めのない信託であって、公益事務を行うこと
のみを目的とするもの。

信託銀行、公益
法人、NPO法人等

※赤字部分が制度改正により拡大

総務部 法務室
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第１７号議案 職員の休日休暇及び勤務時間等に関する条例等の一部改正について

１ 改正理由

職員一人ひとりのワーク・ライフ・バランスの推進及び職場の魅力向上を図るため、

職員が個々の事情に応じて柔軟に働くことを可能とするフレックスタイム制度を導入するもの。

２ 主な改正内容（職員の休日休暇及び勤務時間等に関する条例）

３ 施行期日 令和８年４月１日

総務部 人事課

改 正 内 容現 行条・項

職員の勤務時間は、４週間を超えない期間につき１週間あたり３８時間４５分

⇒ １週間あたり平均で「38時間45分」（4週間あたり155時間）でよいとするもの

職員の勤務時間は、１週間あたり３８時間４５分第15条第１項

・週休日（土日）の他に「勤務時間を割り振らない日」を設けることができる

⇒ 週休３日を可能とするもの

・第15条第1項に規定する勤務時間となるよう「勤務時間を割り振る」ことができる

⇒ １日の勤務時間を柔軟に変更できるようにするもの

（新設）〃 第６項

｢勤務時間を割り振らない日｣に勤務した場合に、他の勤務日と振替えることができる

⇒ 土曜日、日曜日等に勤務し、平日に振り替えて休む場合と同様にするもの

（新設）〃 第９項

【制度イメージ】

勤務時間の総量（１週間あたり38時間45分×４週間＝155時間)）を維持した上で、

柔軟に勤務時間を割振り

合計（1,015名）

75.1%762実施したほうがよい

3.2%33実施しないほうがよい

21.7%220どちらでもよい

〔 試行実績（令和7年9月29日～）〕

※取得単位（15分）や最短(4時間)・最長(12時間)勤務時間等は、任命権者ごとに規則又は規程にて定める。

179
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302 305 324 329179
297

350
383

412 440
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9/29-10/26 10/27-11/23 11/24-12/21 12/22/1/18 1/19-2/15 2/16-3/15
実利用者数 延べ利用者数

〔 アンケート結果 〕

8時30分 17時15分（一般的な勤務時間）

フレキシブルタイム コアタイム 休憩 コアタイム フレキシブルタイム
(始業時刻を設定できる時間帯) （全ての職員に共通する勤務時間帯） (終業時刻を設定できる時間帯)

7時 10時 12時 13時 15時 22時
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第１７号議案 職員の休日休暇及び勤務時間等に関する条例等の一部改正について 総務部 人事課

【参考】 改正条例一覧

主な改正内容改正条例番号

・フレックスタイム制の導入に伴う改正職員の休日休暇及び勤務時間等に関する条例1

・上記改正に伴う項ずれの整備職員の育児休業等に関する条例2

・週休日（土日）以外に週１日「勤務時間を割り振らない日」を設けることができるように
なったことに伴い、「勤務時間を割り振らない日」に勤務を命じ、振り替えることができ

ない場合の時間外勤務手当及び管理職員特別勤務手当(※)を支給できるよう整備

※「技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例」は時間外勤務手当のみ

職員の給与に関する条例3

技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例4

企業職員の給与の種類及び基準に関する条例5

17



第１８号議案 特別職の常勤職員の給与等に関する条例等の一部改正について

１ 改正理由
特別職の常勤職員について、大分県特別職報酬等審議会の答申、国及び本県における一般職の職員並びに他の都道府県における特別職

の常勤職員の水準や改定状況等を考慮し、教育長の給料月額を改定するもの。これを受けて平成22年４月１日以降、報酬の額が改定されてい

ない特別職の非常勤職員についても改定を行うもの。

総務部 人事課

２ 改正内容

３ 施行日 令和８年４月１日

改定額改正後現行
区
分

職 名
勤務
形態

改正条例

＋２９，０００円７９６，０００円７６７，０００円

月
額

教 育 長常勤
特別職の常勤職員の
給与等に関する条例

＋５，０００円１３５，０００円１３０，０００円議会選出の委員

監査委員（常勤の監査委員を除く。）

非常勤

各種委員会の委員の
報酬及び費用弁償条例

＋８，０００円２１８，０００円２１０，０００円その他の委員

＋８，０００円２２３，０００円２１５，０００円委員長
人事委員会委員、公安委員会委員

＋６，０００円１８１，０００円１７５，０００円委員

＋７，０００円１８７，０００円１８０，０００円教育委員会委員

＋１，１００円３１，１００円３０，０００円

日
額

会長（選挙管理委員
会は委員長）労働委員会委員、海区漁業調整委員会

委員、内水面漁場管理委員会委員、収
用委員会委員、選挙管理委員会委員 ＋９００円２５，５００円２４，６００円

委員（収用委員会は
予備委員を含む。）

＋９００円２５，５００円２４，６００円連合海区漁業調整委員会委員

＋３００円９，９００円以内９，６００円以内附属機関の委員

附属機関の委員等の
報酬及び費用弁償条例

＋４００円１２，７００円１２，３００円
社会福祉審議会身体障害者福祉専門分科会審査部会に属す
る委員及び臨時委員、精神医療審査会委員、感染症診査協議
会委員、留置施設視察委員会委員

＋５００円１５，５００円１５，０００円
公害審査会委員（あっせん委員、調停委員又は仲裁委員として
公害に係る紛争の解決に当たる場合に限る。）
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人件費＋9.3％（R3→7）、消費者物価指数＋6.9％（R3→6）
光熱水費＋5.5％（R3→6）

１ これまでの経緯

・使用料及び手数料は特定のサービスを受ける者がその受益に応じて負担すべきもの。
（受益者負担の原則）

・県ではこれまでサービス提供に必要な経費に過不足が生じていないか、５年ごと
（各年度、全体の５分の１ずつを対象）に点検し、改定の必要性を判断してきた。

→令和３～４年度に比べ、５年度以降に人件費や物価の伸びが急増したが、県として
物価高騰対策を講じていることも勘案し、改定を見送ってきたところ。(＝Ｒ３以降
の変動分は未反映)

・令和７年10月から賃金スライド制度を導入したことや、外部有識者委員会の議論
も踏まえ、７年度、全使用料・手数料を対象に一斉検証を実施

＜人件費や物価の変動状況＞

・国の標準令に準拠するもの等を除く522件を対象に、施設の維持管理費や役務提供に必要な労務費等について、
前回の点検時から起算して増加経費を個別に試算

改定するもの
（Ｃ－Ｄ）

九州各県で統一※２

（Ｄ）

現行単価を
上回るもの（Ｃ）

検証対象
（Ａ－Ｂ）

標準令等準拠※１

（Ｂ）
件数
（Ａ）

23件-23件29件6件35件使用料

388件8件396件493件278件771件手数料

411件8件419件522件284件806件計

・単価の平均改定率 使用料＋6.7％、手数料＋7.2％

２ 検証結果と改正概要

（単位：％）

▲ 1.0

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

人件費の増減率

消費者物価指数

0.1

0.8 1.9

3.5 3.5

2.7

2.9

＜検証結果＞

※平均改定率は人件費や物価、光熱水費の伸びと同等

※母子・父子福祉センターにおいて、関係者の使用料を無料にするなどの負担軽減措置も講じる

※１ 県立高校の授業料や入学料等を含む ※２ 教育職員免許状関係

第19号議案 大分県使用料及び手数料条例の一部改正について

３ 施行日

※県ＨＰや申請窓口等を通じて、県民向けに周知を実施中令和８年４月１日

・影響額(Ｒ８年度) ＋76,840千円（使用料＋35,739千円、手数料＋41,101千円）

総務部 財政課
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４ 改定する主な項目

備考改定率
改定額
（円）

単価（円）
単位

改定後改定前

7.9%2,40032,60030,200時間総合競技場
大分スポーツ公園

使
用
料

維持管理費の増（芝管理費用の増＋15％）12.7%4003,5503,150時間サッカー・ラグビー場

4.1%3,70093,70090,0008時間センター使用料
武道スポーツセンター

2.8%10370360人/回トレーニングルーム使用料

維持管理費の増（芝管理費用の増＋23％）17.5%110740630時間軟式野球場使用料大洲総合運動公園

10.0%101101002時間/人個人使用料フェンシング場

ﾊｰﾓﾆｰﾗﾝﾄﾞ第1・2駐車場と併せて改定20.0%100600500回駐車場使用料ハーモニーパーク

10.0%40440400件健康診断料保健所

9.7%30340310人/回常設展観覧料歴史博物館

10.5%40420380人/泊宿泊料（県内利用者・高校生）香々地青少年の家

7.1%30450420人/日キャンプ場使用料平成森林公園

6.7%平均改定率（使用料）

公安職職員の給与増（＋13.7％）15.9%3502,5502,200通自動車保管場所証明手数料

手
数
料

公安職職員の給与増（＋13.7％）14.6%3502,7502,400件道路使用許可手数料

10.8%70720650頭牛
と畜検査手数料

6.1%20350330頭豚

検査に要する採血器具の単価増40.0%40140100件家畜検査手数料（ひな白痢検査）

5.4%3005,9005,600件准看護師免許手数料

10.3%4504,8004,350件X線回折
産業科学関係手数料

6.9%3004,6504,350件赤外線を使用した化学分析

5.7%40740700個計量関係手数料（装置検査手数料）

8.2%1,40018,40017,000件飲食店営業許可申請手数料

10.9%2,40024,40022,000件旅館業許可申請手数料

7.7%1,00014,00013,000件登録販売者試験受験申請手数料（薬務）

検査に要する菌株の単価増42.0%3,70012,5008,800件衛生試験検査手数料（薬剤効力試験）

7.2%平均改定率（手数料）
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改正概要
施行日

名称（部局名）No.
R8影響額

R8.4.1
輸出促進法
関係事務

生活環境部
農林水産部

1

1,309
千円

R8.4.1

大麻関係事務

（福祉保健部）
2

影響額
なし

R8.4.1
県立高等学校及び
県立特別支援学校

冷暖房設備使用料
（体育館）

（教育委員会）

3

470千円

○畜産･水産物や食品の輸出には、輸出先国が求める食品安全基準等に適合していることを示す証明書が必要

○国は令和２年４月に輸出促進法を制定し、証明書の発行手数料（870円）を設定
※経過措置として令和７年３月までは無償対応

→牛肉や水産物など県が発行主体となる輸出証明書について、国単価に準じて交付申請手数料を新設

備考金額単位手数料の名称事務の名称

放射性物質検査証明書等は、国が無償対応を継続する
ことから除く。

870円件
輸出証明書交付

申請手数料
輸出促進法
関係事務

○大麻取締法改正（令和７年３月）に伴い設定した第一種大麻草採取栽培者免許申請手数料について、分析機器
による検査を新たに県で実施するため、手数料を増額するもの。

＜分析機器による大麻の葉の幻覚成分の濃度検査＞
【現 行】県の検査体制が整うまで国が事務代行（最長で令和９年１２月まで）

【改正後】九州各県と歩調を合わせ県の検査体制を整備し、８年度から県実施へ移行

〔単価設定の考え方〕

県立高校、特別支援学校の
冷暖房設備に係る電気代実績
から時間当たり単価を算出

○開放事業指定校体育館への冷暖房設備の設置に伴い、学外の体育館利用者が冷暖房を使用する場合の使用
料を新設するもの。

※開放事業：県民の日常のスポーツ活動を活性化するため、県立学校の体育館を地域住民のスポーツの用に供するもの
８年度指定見込校：高等学校１校、特別支援学校３校

※県が発行主体となる分野や対象国が判明していなかったことから、九州各県でR8年度以降に改正するよう申し合わせ

〔県発行の対象国（牛肉の例）〕(従前)米国、香港、カナダ以外 → (見直し後)全ての国

公の施設の名称 使用料の名称 区分 単位 金額 備考

運動場 一時間 2,900円

体育館 一時間 800円

冷暖房設備使用料 体育館 一時間 2,260円

照明設備使用料 体育館 一時間 320円

冷暖房設備使用料 体育館 一時間 1,120円

県立特別支援学校
教育委員会が指定する
県立特別支援学校に限る。

照明設備使用料
県立高等学校

教育委員会が指定する
県立高等学校に限る。

新

新

※【第一種】産業目的（低濃度） 免許発行事務：都道府県 【第二種】医療目的（高濃度） 免許発行事務：厚労省

備考改正後改正前単位手数料の名称事務の名称

九州全県で同一単価を採用22,400円6,700円件
第一種大麻草採取栽
培者免許申請手数料

大麻関係事務

５ その他の改正概要
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条例改正の概要

第２０号議案 大分県の事務処理の特例に関する条例の一部改正について

施行日

条例の概要

大分県の事務処理の特例に関する条例（以下、特例条例）

県の権限に属する事務のうち市町村が処理することとする範囲等を定めた条例

（１）：令和８年５月１日（薬機法改正の施行日）
（２）：公布の日

○その他、以下の法令に基づく事務について、法改正に伴う条項ずれ対応及び規定の明確化のため所要の整備を行う。・・・（２）

（１）（２）ともに規定上の整理であるため、市町村の行う事務に変更等なし

・医師法、歯科医師法、薬剤師法（再免許の交付に係る書類の経由事務）・診療放射線技師法施行令（免許登録事項の変更に係る申請書類の経由事務）

・母子及び父子並びに寡婦福祉法（貸付金申請に係る書類の経由事務）

○「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（以下、｢薬機法｣という）」の改正に伴い、特例条例

で引用する規定の項ずれについて所要の整備を行う。・・・（１）

＜ 大分市へ移譲している書類の経由事務 ＞

①医薬品等の製造販売の承認申請（１項）
②製造所における製造管理又は品質管理の方法に対する定期的な適合調査に関する書類（７項→６項）
③製造販売が承認された医薬品等の内容を変更する際の承認申請（１５項→１３項）
④製造販売が承認された医薬品等の軽微な内容の変更をする際の届出（１６項→１４項）

＜ 薬機法改正内容 ＞

・医療用医薬品等の安定供給体制の強化を目的として、感染症流行時等に医薬品の供給不足が発生した際、当該医薬品
と同一の成分、効能等を持つ海外代替品の優先審査を可能とする項の新設

・その他、製造販売の承認申請に必要な添付資料の見直しに伴う項の削除

｢医薬品、医薬部外品及び化粧品の製造販売の承認｣（法第14条関係）

・別表第１：各市町村に移譲する事務(31事務)
・別表第２：大分市に移譲する事務 (37事務) ※保健所関係

※括弧内の「→」は法改正により項ずれが発生した箇所

総務部 市町村振興課
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オフィス改革推進事業の進捗状況について R8.3.19 総務部 行政企画課

全体計画 ： 県庁舎（本館・別館・新館）について、R7年度～10年度の４か年で整備

【諸般の報告①】

２．令和８年度事業の取組と今後のスケジュール

【令和８年度事業】
施工庁舎：別館の整備

（中部振興局及び大分県税事務所除く）

電話通信環境の整備
・電話交換機の更新に伴い、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ回線
を利用したｸﾗｳﾄﾞ電話を導入

・R8.11～ ｵﾌｨｽ改革実施ﾌﾛｱに順次導入

事業予算：６３０,１８７千円
（うち債務負担行為 213,256千円）

（1)契約の状況

・受託事業者：金剛岩尾コクヨ共同事業体

・契約額 ：３６７，３４４千円

・契約期間 ：R７.７.１～R８.７.３１

・事業内容 ：事業全体に係る基本計画、基本設計
各館先行フロアの整備にかかる設計・施工

(2)進捗状況（スケジュール）
（参考）本館７階 改修工事後の状況

１．令和７年度事業（先行フロア等）の進捗

ワンフロア化 協議スペース 来庁者エリア

〔先行フロア〕
・本館７階（商工観光労働部） ～R８年１月完了

・別館３階（福祉保健部（一部）)

・新館７階（土木建築部（一部））
R８年４月～７月

〔予算〕３７７,４４４千円
(内訳：７年度 107,875千円 ８年度 266,569千円）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7

施工 施工

公
告

契
約

基本
計画

基本設計
（県庁舎３館分）

実施設計・施工図
（先行フロア分）

Ｒ７ Ｒ８

基本計画
基本設計
先行３ﾌﾛｱ

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

実施設計

施工

仮
契
約

議
会

議
会

実施設計

施工

本館
新館

公
告

別館
公
告

仮
契
約

Ｒ８ Ｒ９ Ｒ１０
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○会議室を１階に集約
→災害対策本部の代替

④県民に親しまれ、誰もが安心して利用できる庁舎

①災害対応の拠点として機能する庁舎

②環境に配慮した持続可能な庁舎

③機能的で働きやすい庁舎

○様々な来庁者が利用しやすいようユニバーサルデザインに配慮

○省エネ設備や太陽光発電等を導入し、「ZEB Ready」を達成

○県産材を積極的に活用し、快適で質の高い空間を創出

○庁舎棟 ： 4階建、延床面積約5,000㎡

○敷地内に高低差があるため、
敷地西側（上段）に庁舎棟、 敷地東側（下段）に付属棟、立体駐車場を配置
→ 来庁者がバス停（あけのアクロス側）からアクセスしやすい配置

あけの
アクロス
タウン

２ 令和８年度の取組と今後のスケジュール

R27R13R12R11R10R９R８R７

建設設計
完
成 維持管理基本計画

〇事業方式：DBO方式
設計・建設・維持管理を一括発注

事業者選定
・実施方針公表（R8.10頃）
・入札公告（R9.2頃)
・契約（R9.9頃）

アドバイザリー委託契約

R８.３.１９総務部 県有財産経営室大分総合庁舎(仮称）の新設に向けた取組状況について【諸般の報告②】

１ 基本計画の概要

(1) 配置計画

（2) 新庁舎に求められる機能

(3) 階層構成

○津波浸水想定区域外への移転集約による災害対応力の向上
迅速な初動対応、中部地区災害対策本部の連携強化

○災害対策本部の代替施設として活用

○庁舎管理を担う
中部振興局を低層に配置

【配置イメージ】

【階層構成イメージ】

○オフィス改革の推進

OAフロア化や多様な打合せスペースの設置

24



大分県DX推進戦略の改定について R８.3.19 総務部 デジタル政策課諸般の報告③

位置づけ

○大分県長期総合計画「安心・元気・未来創造ビジョン2024」の分野別計画
〇大分県行財政改革推進計画2024と軌を一にデジタル社会を実現する計画
○官民データ活用推進計画(官民データ活用推進基本法)

計画期間

○随時アップデート予定

戦略・戦術体系(概要)

DX推進基盤

暮らしのDX（県 民）

産業のDX（県内事業者）

行政のDX（自治体）

• R３年度末、県政のあらゆる分野でDXを推進するため、暮らし、産業、行政、推進基盤の４分野ごとに「ありたい姿」をとりまとめ、大分県
DX推進戦略を策定。

• 想定を上回る人口減少等の社会問題、生成AI等の急速な技術革新等を踏まえ、R7年度にアップデートを実施。

経緯

• 基本的な理念は前戦略を踏襲し、あらゆる分野で県民視点に立ったＤＸを全庁挙げて組織的・横断的に推進するもの。公共性の高い分野
に重きを置きつつ、「ありたい姿」を外部有識者の意見、最新の技術動向を踏まえて改定。

• 「ありたい姿」実現に繋がる具体的施策として、長期総合計画・行革推進計画に含まれる内容に加え、政府戦略等を踏まえた先進的な取組
を記載することで、「ありたい姿」と取組の関係が明確になるよう体系的に編綴。

• 実効性を高めるため政策的なアウトカム・KPIを含む内容とし、「ありたい姿」の実現度合いを可視化。

新たなDX推進戦略の概略

• 来年度以降、「ありたい姿」実現につながる取組の企画・立案支援や、目標達成を前倒しを図るため、デジタル政策課が県庁各所属を支援

〇施策立案・実行に向けた伴走支援：デジタル関連施策の企画立案に係る相談対応、デジタル技術実装の伴走、先進事例等の施策提案

〇外部有識者等の活用：DXアドバイザー活用プロジェクトの募集

〇多様な財源確保の模索：補助事業への応募等、財源確保に向けた伴走支援

今後の予定

対象組織

○知事部局、各種委員会、企業局、病院局、教育
庁、県警本部
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 昨今の技術進歩を踏まえ、先端技術を活用した取組・KPIを具体化
（例）交通・物流：次世代空モビリティの実装に向けた技術・サービス開発等への支援

⇒ 空飛ぶクルマの運行エリア：２市町村（R10）
防災：AI等を活用した災害情報の収集や分析による初動対応の強化

⇒ 自主防災組織の訓練参加者数：171,000人/年（R17）

 国の政府戦略（デジタル重点計画等）を踏まえた取組を記載
（例）医療・介護：全国医療情報プラットフォーム（介護情報基盤等）の構築

⇒ 介護情報基盤が稼働した市町村数：18市町村（R15）
こども：病児保育ネット予約サービス等の活用による利用者の利便性向上に向けた取組

⇒ PMH(Public Medical Hub)を導入した市町村数：18市町村（R10）

 住民に身近な市町村との連携により進める取組を増加
（例）こども：放課後児童クラブにおける保護者や支援員のニーズに応じたICT活用の推進

⇒ 放課後児童クラブへのICT導入率：80%（R９）

 これまでにない挑戦的なKPIを記載
（例）医療・介護： ⇒ ICT機器等を導入した病院の割合：100%（R15）

入所型施設（特養・老健）のDX機器のパッケージ型導入率：100%（R15）
行政： ⇒ 生成AI活用率（生成AIを利用している職員の割合）：100%（R10）

【大分県DX推進戦略の考え方・位置づけ】
• 生成AI等の技術発展や社会情勢の変化を踏まえ、R7年度にアップデートを実施。
• 「ありたい姿」ごとに関連取組、KPIを明示。「ありたい姿」の実現に向け、進捗状況を可視化。
• 令和８年度以降も内容を適宜見直し、戦略自体を成長させていく。
• 副知事（CIO）を会長とする「大分県デジタル政策推進会議」において、関係部署と連携しながら、施策の企画

実行や進捗管理、デジタル人材育成等を進めていく。

特徴的な取組・KPI（例）

公共性の高い分野へ注力す
るため、こども、生活環境等
の「暮らしのDX」に含まれる
政策分野について、ありたい
姿の記載を拡充

ありたい姿

行 政 主 体 の 「 行 政 の DX 」
「DX推進基盤」でも、県民の
暮らしに焦点を当てた内容
で、ありたい姿の記載を拡充

1

2

戦略内容

大分県DX推進戦略の改定について諸般の報告③ R８.3.19 総務部 デジタル政策課
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〇大分県宿泊税について 税務課・観光政策課

１．宿泊税制度

「住んでよし、訪れてよしの持続可能なおんせん県おおいた」を実現するために必要な施策（地域資源の魅力の向上、旅行者の受
入環境の充実等）に要する費用に充当することを目的とする。

目的

課税客体：県内の宿泊施設への宿泊行為
（宿泊施設：旅館業法上の旅館・ホテル・簡易宿所、住宅宿泊事業法上の施設（いわゆる民泊））
納税義務者：宿泊者

課税

１人１泊あたりの宿泊料金（素泊まり料金）に応じて、以下のとおり。
・５千円未満 １００円／１人１泊 ・５千円以上２万円未満 ２００円／１人１泊
・２万円以上１０万円未満 ５００円／１人１泊 ・１０万円以上 ２，０００円／１人１泊

税率

なし免税点

教育政策上の視点や将来のリピーターに繋がる等の公益上の理由から、国内の教育旅行については免除
※教育旅行：学校教育法第1条に規定する学校（大学を除く）や認定こども園等が実施する修学旅行や学校行事に伴う宿泊

課税免除

特別徴収（宿泊事業者を特別徴収義務者とする。）
原則、毎月末日までに前月１日から末日までの宿泊税を申告・納入

徴収方法

特別徴収義務者の証票の掲示等に関する罪、帳簿の記載義務違反等に関する罪、納税管理人に係る不申告に関する過料罰則規定

特別徴収義務者の納期内納付を促進するため、事業者が納入した税額の２．５％を報償金として事業者へ交付する。
特別徴収
報償金

２．宿泊税の運用

大分県の観光振興に資する施策、宿泊税の徴収に要する経費使途

県 ：広域的な施策、県内周遊の促進 ※宿泊の少ない地域への周遊促進等の施策については、県事業として実施
市町村：受入環境の整備等、基礎自治体として、地域の実情に即した施策

県と市町村の
役割分担

納税者である宿泊者をはじめ、宿泊事業者、県民からの理解と信頼を得られるよう、県、市町村ともに使途等について明確化のう
え、それぞれ公表する。

使途の
見える化

県は、宿泊税による事業の効果検証を、県内事業者や有識者等からなる外部委員による組織体を設置し、少なくとも年１回実施す
る。市町村においても、検証体制を整えることが望ましい。

検証体制

基金による管理（充当施策の明確化等）税収の管理

諸般の報告④
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〇大分県宿泊税について 税務課・観光政策課

３．宿泊税市町村交付金制度

４．その他

５．今後のスケジュール

制度導入に伴い、宿泊事業者が実施するレジシステムの改修や自動精算機の導入等にかかる経費については、県が補助制度を
創設予定

特別徴収義務者
（宿泊事業者）

への支援

納税者である宿泊者をはじめ、宿泊事業者や県民に理解を得られるよう、市町村と連携し、丁寧かつスピード感を持って周
知・広報を行う。

周知・広報

各地域の実情に即した観光振興に資する施策
ただし、新規に実施又は拡充する事業（既存施策への財源振替は不可）に限る。

対象事業

宿泊税収から、適正な課税徴収や周知啓発等の宿泊税制度運用にかかる経費、災害等への危機管理のための共通経費を除いた
額の７割とする。

交付額

市町村ごとの額の算定方法については、市町村別の宿泊税収割合を基本に、市町村と協議の上決定する。額の算定方法

交付金は、半年ごとに交付するものとする。
交付金の充当事業については県に報告するものとする。

交付・報告

・３月下旬～ 大分県宿泊税（案）についてのパブリックコメント（募集期間：３月２４日（火）～４月２４日（金））
宿泊事業者との意見交換会（３月２４日（火）～４月中旬にかけ県内１５カ所で実施）

・６月 県議会令和８年第２回定例会への宿泊税条例案の提出を目指す。

諸般の報告④
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ア 自動車税環境性能割の廃止

自動車税の環境性能割を廃止するもの。

イ 自動車税種別割の名称変更

自動車税環境性能割の廃止に伴い、現行の自動車税種別割

を自動車税に名称変更するもの。

令和８年４月１日

３ 施行期日

２ 主な改正内容

１ 改正理由

大分県税条例等の一部改正について

総務部 税務課

「地方税法等の一部を改正する法律」案が可決成立した場合、当該法律中に令和８年４月１日から施行される規定があることから、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第179条第１項の規定に基づき、専決処分により当該規定に関係する条例の一部を改正するもの

（１）自動車税関係の改正

（２）軽油引取税の当分の間税率の廃止

ア 税負担軽減措置の適用期限の延長（個人県民税・不動産取得税・

自動車税）

イ 引用条項の改正等に伴う規定の整備

（３）その他

軽油引取税に上乗せしている当分の間税率について、廃止

するもの。

■軽油引取税等の税率の状況(参考）

32.1円/ℓ

■自動車税関係の改正

改正後（R8.4.1～）現行

廃止自動車税環境性能割

自動車税自動車税種別割

改正前 改正後

本則
15.0円/ℓ

当分の間税率 本則税率
15.0円/ℓ

本則
15.0円/ℓ

上乗せ分
17.1円/ℓ

諸般の報告⑤
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